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討論　　　２０１３．３．２６
（略）

　昨年の総選挙で、４割の得票で８割の議席をとるという民意を反映しない小選挙区制度で政権を取った自民党安倍政権は、原発，ＴＰＰ、米軍基地やオスプレイの配備、消費税増税など、国民の反対の声を押しつぶした政治を行っています。世界の宝憲法9条を変えて戦争できる国づくりを着々と進めています。

2013年度予算の特徴は、財界とアメリカいいなりの政治を完全に復活させる予算となり、国民のくらしの予算は削減され、デフレ克服どころか促進予算となっています。そして、公共事業とそのための借金を補正予算で増額前倒ししながら、新年度予算だけを切り離してあたかも財政再建に向けて財政規律を保ったかのような粉飾をした予算となっています。

　愛知県では来年度、老人、子ども、しょうがい者、母子父子の医療給付金の削減を計画しています。大型公共事業や大企業優遇施策を続ける県財政の悪化による負担を県民におしつけ、命に関わる施策を切り捨てることは、疲弊しきっている庶民の生活をさらに、追い込むものになります。
　岡崎市の財政は、若干の景気の回復を予測し、また、国の経済対策による、交付金の活用などで、ほぼ前年規模の予算を確保されています。しかし国民の所得を見ると、富める者はますます富み、貧しき者は、ますます貧しくなると言う、格差と貧困の広がる状況が見えています。

　景気回復の一番の力は、国民一人一人の所得を引き上げ、消費購買力を引き上げることです。そして、地方政治が、暮らしを守る防波堤となり、市民のくらし福祉優先の政治に切り替えることです。
第18号議案　岡崎市職員の給与に関する条例の一部改正について（反対）
職員の住宅手当の内、持ち家のものについて、25年度は4500円を2500円に引き下げ平成26年度は廃止する条例改正です。官民格差を理由とした、国家公務員の給与の引き下げに準じて地方公務員も削減をされています。とめどない引き下げ合戦の結果、国民の所得がさがり、景気の悪化に歯止めがかかりません。県内でもまだ13市、中核市でも23市が支給しています。民間の給与をさらに引き下げる公務員給与の引き下げに反対します。

第23号議案　岡崎市地域交流センター条例の一部を改正する条例（反対）
　平成21年に土地開発公社が用地を購入、第六次総合計画の第三期実施計画23年に始めて地域交流センターとしてのってきました。

　第一期分は、土地購入、造成、周辺道路整備を社会教育課が行ってきました。展示や研修室や収蔵庫の目的からみても、交流センターと切り離して社会教育課の管理にすべきです。

　地域の方達が身近なところで集まれる施設は必要です。分館であるとしても市民活動支援の機能がたいへん不十分です。市民活動ステーションがありません。防災活動室もありません。

　今後、他の地域に分館の要望があれば、「検討する」と答弁がありました。額田、東部、北部、矢作など広域で一館では利便が悪いところは、新築もしくは建物のリサイクルで分館を作るべきです。

　大嘗祭は宗教行事です。これまで岡崎市のなかで、宗教行事に利用する器具を公の施設で保管・収蔵・展示することはありませんでした。政教分離の立場からも反対です。
第27号議案　平成25年度岡崎市一般会計予算（反対）
一般会計については、賛否折り混ぜて意見を申し上げます。

2款　総務費
1項11目　シティプロモーション推進業務・岡崎活性化本部運営費補助金

　岡崎市の商業、観光、まちづくりなどを活性化対策本部と、相談しながら進めていくということですが、どの地域で、どういう範疇まで行うのか、事業の棲み分けがはっきりしません。昨年のみんなの夏まつりを運営されてきた方達、五万石ジャズなど、商工会議所の会員以外の市民も、部会のなかでフリーに参加できる、ということで、より多くの市民のみなさんの知恵を借りながら、まちづくりを進められることを希望します。

2項7目　市民会館施設整備業務

平成２０年度に作成した「新文化会館整備基本構想」中で、現市民会館は、改修による対応では問題点の抜本的な解消には至らず、予算並びに工事によるホールの使用不可能な期間を増やす割には利用者の満足感に対する効果は期待できない、という結論にいたった」とあります。

　使える施設を残して利用し、経費も材料もムダにしないことは必要ですが、

この時点で「改修ではだめだ」と結論が出ているのに、さらに、調査で新しい方向性がでるのでしょうか。２０年度に行った調査は、不十分で、文化会館建設ありきで進められてきた調査と言わざるをえません。

この基本構想に基づいてどれだけ改修できるのか、改修ありきで進まずに、多くの方達のご意見を聞き、本当に利用する人達の立場に立って判断してください。

3款　民生費
1項３目　福祉の村施設整備事業、契約等支援委託料
　療育であるめばえ、若葉と発達支援センターの運営をのぞいてＰＦＩ方式で設計、建設、維持管理を進めるための、委託料が付いています。現行の福祉事業団に維持管理・運営等を任せる場合とＰＦＩで行った場合の経費は15年間で約2億円約６㌫安価に出来るというものです。

全国では，ＰＦＩ手法が破綻しています。高知の医療センターが５年間で破綻し、葛飾区では「保健所・子ども総合センター」「図書館・リサイクルセンター」がＰＦＩ導入の検討を断念しています。
相談、療育、医療を行う施設において、特殊な建物ではないので、通常の建設、維持管理で行い、ＰＦＩ手法にする必要はないと考えます。

1項3目　障害者タクシー利用助成業務
 　２４年度より利用助成のかかった運賃の半額しかチケットの利用を認めず、交付枚数も減らしました。財布からお金を出して払うことが困難な障害者もいます。また、市役所まで、チケットをとりに来なければ支給されません。利用率が若干減っています。春日井市のように対象の障害者すべてにタクシー券を配布すれば、利用も増えます。
　制度の趣旨は、障害者が家に閉じこもらず外出し、社会的なつながりがもてるようにと言うものです。障害者の意見を聞き見直しすべきです。
同じく　通所授産施設利用奨励金が廃止になりました。
自立支援法の改正で、負担がなくなり、逆ざやになるという理由ですが、作業所の収入は少なく小遣いにも足りません。自立の支援のひとつを廃止することに反対です。

2項2目　　配食サービス業務
２５年度より要支援の人を対象から外し、６５才以下の障害者も外しました。岡崎市は平成１３年度から他市に先駆けて障害者への配食を実施してきました。年齢制限をしたことは大きな後退です。
安否確認を主とすると言われていますが、取り組みに従来と何ら変わりはありません。他市の実績からとの答弁もありましたが、豊田市と比べても配達食数は少なく、刻み食や減塩などの対応も遅れています。市の負担をいかに減らすかの変更と言わざるをえません。　
3項1目　子どもの医療助成費
　１９７３年から引き上げてきた子ども医療費無料化制度は、お母さん達の長年の運動によって入院・通院とも中学校卒業まで無料となりました。

愛知県下で１８才まで入院通院とも無料化を拡大しているのが東郷町・飛島村・設楽村で、南知多町は入院のみ18才まで実施しています。５４自治体中４１、市町村９１㌫の自治体に県に上乗せした子どもの医療費無料化は拡がっています。
愛知県は財政難を理由に、定額制や、所得制限の導入を提案しています。財布の中身を心配しなくても病気の時に医者に行ける現在の医療助成を「守る」よう県下の自治体と共に愛知県に物を言うべきです。
同じく　子ども子育て支援事業計画策定業務は、
　２６年度　計画策定に向けてニーズ調査等を行うもので、子ども子育て新システム関係です。営利企業の参入を拡げ、保育の市場化を促進するもので、子どもの権利条約や保育指針に書かれている「子どもの最善の利益」とは相容れないものです。子どもの抱える様々な問題を各界各層で話し合うことに異論はありませんが、子ども子育て新システムには、反対です。
同じく　認可外保育施設入所児童健康診断料補助業務について、
　認可外保育には、１５施設２００名程度の子ども達が通園しています。市は年１回の立ち入り調査を行っているだけで何ら財政的支援を行ってきませんでした。父母と保育士がアレルギー除去食や手作りおやつなど努力して運営しています。同じ岡崎の子ども達です、何らかの財政的支援を行うべきです。健康診断についてもすべての子ども達が受診できるようにしてください。

同じく　放課後対策業務について
  ３０学区３４カ所の児童育成センターがありますが、定員オーバーの４学区で、２５年度子どもの家を利用した放課後子ども教室を実施します。ランドセルの置き場等を作り、学校から直接通えるようにします。
子どもの家には、児童育成センターの子どもと放課後こども教室の子、一般の子どもが混在して利用することになります。指導員は２名配置するとのことですが、事故が心配です。育成センター２館目の建設を進めるべきです。
4項　生活保護については、　
　安倍政権は、生活保護基準の引き下げを計画していますが、最低賃金の引き下げや最低保障年金、課税最低限度にも影響します。就学援助や母子・父子手当、介護保険・国民健康保険・後期高齢者医療等の保険料や減免・軽減制度にも影響があり国民の最低生活を守ることが出来なくなります。憲法25条のを守り、生活保護基準の引き下げをしないよう関係機関への働きかけをすべきです。
  ケースワーカーについては、正規が１３名、嘱託６名とこの間増員をしてきたことと、解雇や派遣切りが少し減ってきたことで担当ケース数が減ってきました。嘱託で平均５０～６０ケースはまだ多すぎます。減らすべきと思います。
４款衛生費
1項3目  子宮頸ガン・ヒブ・小児用肺炎球菌予防接種委託料について
　西三河で岡崎だけが１割の自己負担をとってきました。予防接種法が改正され、定期接種となりそれにともない、自己負担をなくしたことを評価します。子宮頸ガンでは、副反応の報告事例もあります。情報提供はきちんとしてください。

同じく　高齢者肺炎球菌予防接種委託料は、
　高齢者の要求でもありました。接種料８０００円のうち３０００円補助するものですが、非課税者にはインフルエンザ同様に無料として頂くようお願いします。
1項5目　機械器具購入費　540万円は、核種分析できる放射線計測器の購入です。２３年度に購入した測定器は、食品中のセシュウム・カリュウムの区別が出来ませんでしたが、今回購入するスペクトラム によって核種が判断出来るということです。給食の食材を混ぜて測定をしたり、食べた後から測定をするのではなく、地域や品物を限定して単品で、調理の前に測定を行うこと。また学校給食については定期的に測定し公表すべきです。
1項6目　火葬場建設業務について
　民間活力を導入しても火葬場は、企業努力で利益を上げることが出来る分野ではありません。ＰＦＩで仕事をすることのメリットは、「１５年間委託料を受けて仕事があることだ。企業努力としては、売店・自動販売機、運営にあるまた、直営とＰＦＩの建設費・維持管理費等の比較は７，２㌫安価であると答えられました。
　利用者からの苦情や改善要求など的確に答えるなど市民サービスを考えれば公共で行うべきです。また、運転管理で民間にまかせて、災害時など市の職員で対応できるか心配です。

3項2目　新エネルギー設備等購入費補助業務について
  岡崎市の住宅用太陽光発電設備の補助金が西三河では最低で、拡大を要求してきました。上限額を６万から８万円に引き上げたことは評価しています。
さらに１ｋｗあたりの単価を増やし、市民の自然エネルギーへの理解や協力を得られるようにしてください。
5款　労働費

1項2目　就労サポートセンターについて

　昨年度の実績が相談で928人、職業相談が2009人、センターを介しての就労が173人と、相談員のみなさんの尽力もあり、成果を上げています。今後の課題として、生活保護受給者の就労促進があるとのことですが、就労支援員の増員や仕事の掘り起こし、メンタル面での相談体制など進めてください。
6款　農林業費

１項３目　市民農園運営業務および就農支援
　地主が開く市民農園の支援に加え、今年度、市が土地を賃貸借し、市民に貸し出す方法が取られます。農業塾と併せて好評のようです。遊休農地の解決と併せて拡大できないでしょうか。

　後継者を作るための、青年就農給付金や新規就農支援対策などが行われ、５名の人が利用しています。拡大、継続をお願いします。

７款　商工費

1項3目　信用保証料、利子補助業務

金融円滑化法の終了によって、倒産、廃業が懸念されています。国はこれまでと同じ扱いということですが、銀行の融資姿勢は、今は変わらないといっていても2、3年経過すると変わることもあります。円滑化法の延長を国に強く要望してください。

岡崎市中小企業事業資金、通称マル岡の保証料補助を８０％から７０％に削減、利子補給を廃止し、小規模企業等振興資金の保証料補助を７０％から６０％に削減しますが、末端の中小企業の経営に景気回復感はありません。補助の削減をすべきではありません。

１項５目　阿知和工業団地造成事業推進業務

　周辺道路への影響、山をなくすことによる鉄砲水など水害、緑をなくすことで自然環境への影響、など心配です。

法人税を減税しても、国内に誘致場所を作っても、大企業の海外進出に歯止めはかけられていません。５７ヘクタールという県下一の大規模開発計画は本当に必要なのでしょうか。
１項６目　岡崎観光夏まつり開催事業費補助金

　一昨年度末に休止を決めた五万石おどりとみこしを、なんとか市民の手で継続したいと、努力がされました。今年度は、それを受けて補助金を増額し、主体は市民の運営で進められると言うことで、市民のみなさんの努力が報われたと思います。

８款土木費

５項１目　バス路線対策、まちバス運行、交通政策推進、について

　２５年度で総合交通政策が終了になることで、新しい計画策定の費用が計上されています。地域交通については、額田以外は、実施できませんでした。今後矢作地域を手始めに、公共交通、バスのあり方について、地域懇談会が開かれて行くと期待しますが、現状乗らないから、廃止、廃止したくないから補助金、では結局岡崎市は車がなければ住みにくい町のままです。パークアンドライド、路面電車の復活などを始め、ほんとうに市民の目線にたった、交通体系のあり方を考えるべきです。

5項5目　乙川リバーフロント地区整備推進業務

　水辺空間創造のための、周辺の現況を調査する委託料です。殿橋については、今年度、県が調査をし結論を出すとのこと。明代橋については、すでに落橋工事も終了し拡幅の予定は、ないとのこと。本来県がやるべきことを、岡崎市が肩代わりすべきではありません。ものだけを整備しても観光客は増えません。観光客の足の確保も含めた全市域での観光ビジョンを作るべきです。

同じく　重点活性化地区整備推進事業　東岡崎駅周辺地区

　第2期工事ための調査を始めるとのことですが、3千万円全額岡崎市が負担です。2期工事は駅ビルの建設が主体です。名鉄にも負担を求めるべきです

７項1目　　（仮称）岡崎駅針崎東、若松栄地区土地区画整理業務

　周辺部の測量を開始するとのことですが、そもそもは、県道岡崎幸田線の拡幅で対応すべきところです。公共用地が少なく、空き地も少なく、区画整理を行って、公園や道路を増やした場合、どれだけ地権者の負担が多くなるのか、着手の前に住民に示して　意見を問うべきです。

7項3目　駅東土地区画整理事業の工事実施設計委託料

　柱町線のアンダー化は当初要求していた東側のみならず、西側の住民にも大きな喜びです。平成19年に、安易な見積もりを出して混乱をさせた市の責任は重大です。住民は反対のための反対をしていたのではありません。環境の問題、横断の方法、通過交通の量など、そこに住んでいるからこそわかる問題点であり、安心して暮らしたいという要求です。それを「反対があったからなのか」などというのは、住民に対する冒涜です。

西側および東側の取り付けの交差点改良には、さらなる困難、住民の協力が必要です。地権者の意見をよく聞いて、安全な道路にしてください。また、開通までに7年間あります。南側の踏み切りもその間、歩行者の安全確保のための拡張、対策を取ってください。

同じく　シビック地区整備

　一号公園について、地元から、公園ではなく、車の待機場所にという意見も出ています。現在の駅前ロータリーがたいへん使いにくいからです。完成前までに、この問題はしっかりと解決してください。

８項1目　住宅、建築物耐震化事業費補助金　旧耐震住宅除去事業費補助業務

　耐震性のない住宅の除去費用に一棟２０万円の補助を新設しました。また耐震の評点が０，４以下の建物を０．７までに引き上げ、その後１．０に引き上げる二段階にわたる工事の補助も作られました。住宅耐震化が進まないための、方策で党市議団も提案をしてきたもので、評価します。しかし、それでも費用は高額です。シェルターへの補助なども検討してください。

9款

1項1目　救命救急師養成業務
  現在７４名を養成し１名ずつは乗れる乗車体制をとっていますが、毎年４名養成を行って平成３１年まで９７名の養成計画で、将来的には常時２名の乗車体制を取りたいと言うことですが、出来れば全職員を対象に養成の計画を作ってください。
1項4目　防災講習会および、防災防犯協会連合会補助業務

　　避難訓練、防災講習は、大きな単位でなく、町内会などの単位で、と党市議団が要求しましたが、今回、全協会での防災講習会や出前講座、避難訓練を想定しての予算付けです。

　ただし、町内会だけにまかせておいても、進みません。として消防職員ＯＢの防災指導員４名でアドバイザーとなるとのことですが、積極的に、町内会単位での避難訓練の実施をはたらきかけてください。

10款

1項2目　私立高校等授業料補助業務
  ３年前の公立高校無償化の施策の下で愛知県が制度の縮小しました。豊田や刈谷市が増額をしたのに、岡崎市は県にならって廃止しました。党市議団は廃止に反対をしてきましたが、２５年度復活をしたことは歓迎します。しかし、所得制限を付けたことで、もらえない子ともらえる子を分けてどうやって申請書を配布するのでしょうか。格差が歴然とします。子ども達に直接関わるものに所得制限は付けるべきではありません。
2項3目　小学校校舎改修業務
  小学校低学年用のトイレの洋式化を２５年２６年の２カ年で行い、床のドライ化も進めるものです。党市議団はこの間議会で取り上げ、予算要望もしてきたもので賛成をいたします。高学年・中学校についても洋式化をまた避難場所となっている屋内体育館併設のトイレの洋式化も計画を立てて行ってください。
5項1目　スーパーサイエンススクール推進業務について
  小・中学各３校を推進校として取り組む新規事業です。外部学術機関との連携や地域の科学的資産を活用した理科教育の実践をするというものです。岡崎市には自然科学研究機構もあります。こども科学館のように、ハコモノをつくらなくても科学の心は育ちます。地域の理科教育力はその点では恵まれていますが、展示や発表を求めすぎて推進校の負担にならないよう、また性急に結果を求めることのないよう進めてください。
5項6目　東部学校給食センター建設業務について
  ２５年度は、設計施工一体型事業の入札が行われ、２７年９月供用開始予定で行われます。衛生的なドライシステム方式やアレルギー対応などありますが、額田中学校・豊富小学校の自校方式を止めて東部から配送するべきではありません。
アレルギー対策では、牛乳と卵 を除去する方法ですが食物アレルゲンは省令で定めている特定原材料の７品目だけでも除去できるようにしてください。発育盛りの児童・生徒です。代替食の検討をすべきです。
6項6目　　児童読書活動支援業務

　昭和５０年から３７年間続いたあおい号が廃止されます。一昨年のサマーレビューで廃止を示されたことと、自動車の更新時期もあり、今年度から各学校への配本に変更されるとのことです。

　学校図書は、お母さん方の読み聞かせ活動などの発展、図書支援員の配置などによって、充実してきています。あおい号が来ると図書係の子どもたちが、目を輝かせて本を選び、クラスの図書を責任もってまとめて貸し出し返却する、教育の一環です。

　教育委員会指導課と校長会に報告をしたとのことですが、学校の現場の先生の声をもっとしっかり聞くべきであり、教育的な見地から指導課は考えるべきだったのではないでしょうか。これが岡崎市の教育の現状です。

　特に、中央図書館、南部分館から遠くにある学校の子どもたちには、自ら本を選ぶ本との出会いは何ものにも代え難いものがありました。
　また、地域の7つの団地を回り、地域図書室にも行けない人たちには、喜ばれていました。他市のように分館を建設しない岡崎市においては、多くの人に本にふれてもらうよい機会だったのに、残念です。

　自動車文庫1台1300万円、一台ずつでも購入して、あおい号を復活されることを望みます。

歳入

１２款

1項２目・保育所負担金

第三子保育料の無料化に所得制限が付けられ、約５３０万円以上の収入の世帯が有料になり、その影響額は1903万円とのことです。県の補助金削減が一番の理由であり、中核市であるために、他市より補助金が削られたため、それを保護者負担にするものです。

県基準以下の豊田市をのぞき、西三河では●すべて第三子の保育料無料化を継続しています。せめて前年度予算の６０００万円を維持すべきであり、無料化の継続を求めます。

●みよし市確認
×第３０号議案　国民健康保険事業会計

　国保の広域化をねらった旧ただし書き方式への変更によって保険料算定に、基礎控除以外の障害者控除・扶養控除などすべての控除がなくなります。住民税非課税世帯でも所得割がかかり保険料があがります。今回の改正で２万６０００世帯に７億２０００万円の増額となります。２５年・２６年度は前年分の差額の２分の１，４分の１の激変緩和を、基金から２年間で５億４０００万円取り崩して行われます。名古屋市が今回の改正にあたって３点の市独自の所得控除をつくりました。住民税の配偶者控除・扶養控除に替わるものとして扶養家族１人につき３３万円の控除。寡夫、障害者等にかかる住民税非課税限度額１２５万円と基礎控除額３３万円の差額９２万円の控除。障害児・者を扶養している世帯では障害者１人に月５３万円を控除する制度です。岡崎市も一般会計からの繰り入れで控除制度を作るべきでした。
　所得が増えないのに計算方式を替えたことによって保険料が引き上がりました。本議案には反対です。
×３１号議案、後期高齢者医療特別会計
   ２５年度は保険料の改定はありませんが、後期高齢者医療制度は、７５才以上の高齢者を別立ての医療制度に囲い込み、２年おきの改定による保険料引き上げと差別医療を押しつける世界でも例のない高齢者いじめの仕組みでお年寄りの暮らしと健康に重大な影響を与えています。保険料を払えず全国では２５万人以上が滞納をしています。滞納のために資産の差し押さえが行われています。岡崎市では　平成23年度３４４名●の滞納者で６名に預貯金の差し押さえが行われました。
　かって老人保健では保険証を発行しないということはありませんでした。後期高齢者医療では、保険証が渡されなかったり、（医療機関の窓口で全額支払う資格証明書）短期間有効の短期保険証が発行されています。岡崎市では短期保険証が39名に発行されています。病気になりがちで収入の手段も限られる高齢者だけの医療制度は廃止すべきです。
第３２号議案　介護保険特別会計（反対）
  ２７年からの第６期介護保険計画策定にあたってニーズの把握・調査等が行われますが、５期目の改定によるサービスの質や量の検証をすべきです。ヘルパー派遣時間が1時間から４５分に短縮されたことなどで高齢者の生活がよくなったのか。高齢者やヘルパーの意見を集約すべきです。
　包括支援センターの設置箇所数は、本来中学校区に１カ所は必要です。２５年度２カ所増で１４カ所になることは、一歩前進ではあります。施設整備では、１７００名の施設入所希望者が待機しています。５期目の５施設建設の予定が１年目は予定通りとなりませんでした。２５年度３施設の建設をすべきです。
　家族介護用品給付、おむつ券の支給については、高齢者が非課税であることが条件となり大幅に減額されました。在宅で暮らす高齢者へのサービス拡大が当然です。介護認定を受けている高齢者を介護する世帯が、少しでも苦労が報われるよう障害者控除のための申請書を全員に送付してください。

第40号議案　水道事業会計（反対）
　男川浄水場建設に当たり、入札の結果、建設と１５年間の維持管理費用が予定の２１６億円から１１８億に減額になりました。１００億円もなぜ減額できるのか、当初の見積もりが高すぎるのか、建設部材や人件費にしわよせがいかないか心配です。運転部門は市が行うとのことですが、水の安全から考えれば、ＳＰＣを介してからしか、委託業者に指示のできない方法は不安です。すべて直営にすべきでした。また、これまで維持管理などを受けてきた地元業者も、ＳＰＣの社員にならなければ仕事がなくなるとのこと。災害時など小回りのきく安全管理ができるでしょうか。
　六供浄水場が廃止されました。災害時などを考えれば浄水場はなくすべきではありませんでした。
　水道と下水道との統合は、人員削減であり、水と管と企業会計が同じだから統合というのは、いかがでしょうか。

第41号議案　下水道事業会計（反対）
　党市議団は、多額の費用がかかる流域下水道よりも、調整区域については合併浄化槽や地域汚水処理などを行うべきと提案してきました。今回も市街化区域の周辺部ですが、拡大されています。

　福岡ポンプ場、六名ポンプ場、中島ポンプ場、針崎ポンプ場などの建設が相次いでいます。浸水対策として必要ではありますが、費用があまりに多額です。天下り先の廃止が進められてきたのに、日本下水道事業団は残されました。事業団丸投げではなく、工事管理だけを委託することで、経費の節約をすべきです。

第４２号議案　岡崎市国民健康保険条例の一部改正について（反対）
  国保に残された特定継続世帯の保険料軽減措置をさらに３年間延長すること自体は賛成ですが、高齢者を差別する後期高齢者医療制度を作ったことによる矛盾であると日本共産党は指摘し医療制度に反対してきました。
次に、賛成議案について、意見を申し上げます。
○第20号議案　岡崎市職員の公益的法人への派遣に関する条例の一部改正について
　行政改革のもと、公益法人への派遣が引き上げられてきました。今回、今までに行ったことがないシルバー人材センターへ再任用職員の派遣です。

　シルバー人材センターは団塊の世代の退職により、登録者数が増加した割に仕事量が増えておらず、一人あたりの手取りがへっています。配分金の５％を事務費と決めていることから、役職を増やすことが直接の登録者の賃金を下げているわけではないので、賛成するものですが、登録者の意見をよく聞き、仕事をふやすことを検討するべきです。
○第2１号議案　岡崎市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について

　岡崎市民病院に勤務する薬剤師の宿直体制を、三交代の夜間勤務体制に変更することによる、手当ての変更です。
　24時間連続勤務を避け、健康を守るために、必要だと思いますが、宿直手当では１日１２０００円でしたが、夜勤になると特殊勤務手当てと割り増し賃金に変わり、７５００円～４７００円の引き下げとなります。薬剤師のみさんには了解を取ったと言うことで賛成しますが、待遇改善は引き続き必要です。
· 第24号議案　地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律等の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制定について

本議案は総合支援法の成立によって条例の字句を改めるものであり反対するものではありませんが、２０１０年の自立支援法の憲法違反訴訟に対して国がしょうがい者とむすんだ「基本合意」に基づく施策はありません。
利用者負担の上限額を決める収入認定に配偶者の収入を加えることも引き継がれています。難病等患者の一部が障害福祉サービスの対象からもれる新たな隙間が生じています。利用者負担を全額無料にすべきです。障害者当事者も参加するもとで「基本合意」を具体化した法改正を行うべきです。
· 第26号議案　岡崎市病院事業の設置に関する条例の一部変更について

市民病院の病床を５０床加えて７００床にするものです。日本共産党は、平成19年の時に、南部医療圏の病床数の少なさを指摘してきました。その後、南部医療圏が東と西の二つに分割され、計画病床数が増えました。岡崎市は全国の中核市の中でも市民１０万人に対する病床数が最低です。今回の増床に対して医師や看護師のさらなる体制強化を要望しておきます。医師や技術者の確保や看護師の７対１看護にあたっては、働きやすい職場づくりとするために一層の努力を求めておきます。
○第39号議案　岡崎市病院事業会計予算

  １０月の新棟オープンにあたっては、安全に最大限の注意を払い建設にあたってください。１００㌫国の補助でＮＢＣ災害除染施設が作られると言うことですが、災害拠点施設としての整備では、東海・東南海・南海地震の大災害に対する拠点病院としての整備こそ必要です。
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